
07 04 05 01 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇政策の進捗・課題

予算
決算

事業費（A）
人件費（B）

◆基本政策

実績

目標

＜進捗＞

年関係費(A+B+C)

H27政策指標（単位）

目標

50

実績
％

（予算費目名）技術監理費

協働による持続可能な都市経営を推進し、全国をリードする自立した基礎自治体に
なっている。

138,600
報酬（Ｃ）

年度

48,816

将来像を実現する財政運営、財産管理、財源確保の推進

地方自治・都市経営

　・ 新設・維持管理の工事設計に必要な技術知識の習得
　・ 高度で幅広い技術力の確保
　・ 若手職員の早期育成と技術力の伝承
　・ 市民への良質な公共施設の提供

10年後の目標

30年後の姿

協働に関わる多様な主体が連携し、協働による質の高い市民サービスが提供されて
いる。

 

公共インフラの整備・維持・管理に民間活力の導入が進んでいる。

「分野」

H27

187,416

（作成日）
平成 7 127髙橋　　洋

（担当課）

政策シート （政策名） 技術職員の技術力向上

平成27年度
00509000 技術監理課

（管理番号） （責任者）

技術職員総数に対する研修参加者の割合 目標
100

実績

H36
目標値

単位



◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

6.5

職員技術研修事業

 

事業費
（千円）

主
要
事
業

完
了

42,074

○

重
点
戦
略

事業名

 

コスト
（千円）

○

 1 4,521 

4.1

15,301

00.048,816計 187,416 17.0 2.04.0

234

報酬
（千円）

3.3

0.0

2 0.0

0.2

1.6

0.5 0.00.3

  ○

50,067 

51,2743

 4

再任用
(31h)

人工

再任用
(26h)

非常勤

0.0

0.1

正規

1.4

建設工事技術管理事業

工事検査事業

 

技術監理運営経費

0.0

0.0

70,774

5.0

1,987



07 04 05 01 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

○

事務区分 根拠法令等 重点戦略

－-

主要事業

4,521

600

0.2

Ｈ30 Ｈ36

会計区分

00509000

実績値

終了予定

- 一般会計 自治事務（その他）

主な事業活動・事業成果
指標（単位）

一般財源
一般会計繰入金

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円)

開始年度

平成21年度

4,521

H27重点戦略
項目No.

10,780
1.4

0.1
0.0

平成27年度

（事業名）

・浜松市職員技術研修実施方針及び年度毎の職員技術研修計画に基づき、階層別と建設工事関連(土木系、建
築系)業務を担当する職員に対する、階層別研修  (新任・中級・上級)、専門研修、学識経験者を講師とした技術
発表会・講演会及び現場研修会の開催

事業シート

　職員の技術力強化・向上を目指して、技術研修の企画・実施及び外部における高度な技術研修への計画的な
派遣などを通じて、公共工事の品質確保のために必要な知識技術を得ることのできる機会を創出する。

（管理番号） （責任者）（担当課）
技術監理課 髙橋　　洋

目標値 目標値
500

目標値
450-研修参加延べ人数(人)

再任用(h31)

（作成日）

職員技術研修事業

平成 127 7

H27

事業費(千円)
予算
決算

国・県支出
市債

その他

非常勤

人工

正規

再任用(h26)



07 04 05 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

（責任者）（担当課）
技術監理課

（作成日）
00509000

再任用(h31)

人件費　(千円)

人工

開始年度

平成27年度

（事業名）

・建設工事発注の予定価格算定に必要な、積算基準や資材価格の管理
・建設工事や工事関連業務委託に必要な、設計積算、実施、完成の各段階における品質確保に関する取り組み
の実施要領等の管理
・公共事業の各段階における情報の電子化と共有の推進(CALS/EC）に関する企画及び調整
・建設副産物に係る施策の企画及び調整
・建設工事に関する電算システムの構築及び運用管理

事業シート

　良質な公共施設を提供するために、設計積算、施工、完成等の各段階における基準等の制定やシステム化によ
る効率的な運用により、建設工事の品質確保を図る。
　公共事業の計画から維持管理までの各過程の情報を電子化し、ネットワークによる情報共有・有効活用を行うこ
とにより、生産性向上やコスト縮減を図る。

（管理番号）

一般財源
一般会計繰入金

市債

平成3年度

その他

平成 127髙橋　　洋 7

事業費(千円)
予算
決算

終了予定

0.0

H27

建設工事技術管理事業

国・県支出

工事成績の平均点（点）

正規

再任用(h26)

Ｈ36
目標値実績値

H27

11,832
30,242

工事の電子納品の実施割合（％）

-

主要事業

100

Ｈ30
目標値

0.0
0.0

28,700

主な事業活動・事業成果
指標（単位） 目標値

100

75.875.5
80-

品確法第７条（発注者の責
務）

- 一般会計 自治事務（法令義務） ○

重点戦略
項目No.

非常勤

人件費(報酬等)　(千円)

4.1

76.4

会計区分

42,074

事務区分 根拠法令等 重点戦略

－



07 04 05 01 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

- 一般会計 自治事務（法令義務）

目標値
重点戦略
項目No.

－地方自治法第234条の2 ○

H27

234

国・県支出

3.3
5.0

実績値
Ｈ30

昭和43年度

目標値
Ｈ36

234

1.6

51,040

決算

主な事業活動・事業成果
指標（単位）

一般財源
一般会計繰入金

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円)

目標値
H27

市債

0.0

事務区分 根拠法令等 重点戦略 主要事業

平成

（事業名）

事業費(千円)
予算

非常勤
再任用(h26)

人工

正規

　公共事業における請負契約を締結した工事等について、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給
付の完了の確認をするために必要な検査を実施し、良質な公共施設の整備を推進する。

（責任者）（担当課）
技術監理課

工事検査事業

終了予定 会計区分

（管理番号）

開始年度

（作成日）

・地方自治法(第234条の2)の規定により、契約書・仕様書、設計書及びその他の関係書類に基づき、現場の各仕
様、形状寸法、施工状況などの検査の実施

事業シート

再任用(h31)

00509000 127 7髙橋　　洋

その他

平成27年度



07 04 05 01 04 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

（責任者）（担当課）
技術監理課

（作成日）
00509000

再任用(h31)

人件費　(千円)

人工

開始年度

平成27年度

（事業名）

・施設のコンセプト、設計仕様、工法、建設手法等をチェックするための、公共工事コスト縮減委員会の開催
・事業の各段階において評価を適切に実施するための、事前評価、事後評価、再評価を実施し、必要に応じて、
第三者の意見を求める
・補助金・負担金等に伴う建設工事の技術的な設計審査、確認、検査等の技術支援

事業シート

　安価で良質な公共施設を提供するため、計画から維持管理までのすべての過程において、事業費のコスト縮減
を推進する。
  公共事業の効率性及びその実施過程の透明性などの向上を図るため、事業の評価を適切に実施する。
  補助金・負担金等に伴う建設工事の品質を確保するため、事業主管課に対し技術支援を実施する。

（管理番号）

一般財源
一般会計繰入金

市債

平成21年度

その他

平成 127髙橋　　洋 7

事業費(千円)
予算
決算

終了予定

0.5

H27

技術監理運営経費

国・県支出

正規

再任用(h26)

Ｈ36
目標値実績値

H27

1,987

主要事業

Ｈ30
目標値

0.0
0.3

48,080

主な事業活動・事業成果
指標（単位） 目標値

-- 一般会計 自治事務（その他） －

重点戦略
項目No.

非常勤

人件費(報酬等)　(千円)

6.5

会計区分

1,987

事務区分 根拠法令等 重点戦略

－



07 04 05 01 04 年 月 日

◇取組概要

◇行財政改革の視点

行政経営計画 取組番号

取組事項名

個別計画等 計画名等

政策・事業シート（以下の項目に記載）

◇行財政改革の指標・効果額

◇行財政改革の評価
≫

平成27年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

00509000 技術監理課 髙橋　　洋 平成 27 7 1

行財政改革の取り組み （事業名）技術監理運営経費

利用者に、より安価で良質な公共施設を提供するため、公共工事コスト縮減推進委員会を開催し、事業費１億円
以上の建設工事については、事業のコンセプト、仕様、設計、工法、建設手法を調査・審議する。

　２　行財政基盤の強化

◇行財政改革の進行管理 （行政経営計画、個別計画等、政策・事業シートのうち、該当する□にチェック）

指標（単位） Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 最終値
調査・審議事業　（件数）
※最終値は4年間の累計

計画値 13
実績値

13 13 13 52

計画値
実績値
計画値
実績値

0 0 0

≪年度末の進捗状況

効果額（千円） 0 0


